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研究成果の概要（和文）：本研究では、市町村合併や緊縮財政によって行政手法の再考を求めら

れた地方行政機構にあって、その変動の影響を最も強く受けている生涯学習(成人教育)の分野

に生じた転換の動態を明らかにした。主な転換は、体制としては首長部局への補助執行や定管

理者制度の導入、多様な主体のネットワーク化などである。また、事業目的の転換では自治体

による個別化が進み、地域の拠点づくり、地域人材育成、就業支援などが多様化していること

を明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：This research made clear the transformation of political measures 
for lifelong learning conducted by local governments, through focusing on the change of 
administrative structure caused by their municipal merger and austerity.  There are two 
findings in this research.  The first is the transformation of main bodies conducting 
measures for lifelong learning.  The measures had been conducted mainly by the board of 
education until the late 1990s.  Now it has been conducted, however, by other bodies such 
as local chief executives and designated managers, or the networks consisted by various 
actors.  The second is the transformation of the goals of the measures.  They had been 
conducted to encourage citizens’ learning for hobbies and cultures in many cases before.  
Now it has been multifaceted, however, from cultivating skills for jobs or community action 
to building community center. 
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１．研究開始当初の背景 
 日本における生涯学習施策が本格化して
から既に 20 年以上の時が経ち、その課題は
個々人の学習環境の醸成から、地域人材育成
の在り方へ、学習による地域創造へと転換し

つつあった。 
 この間、生涯学習支援体制の総合行政化や
財団方式による推進体制に関する研究や、
個々人の知的満足の達成からより社会的な
意味を構築するための成人学習の理論を究
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明する研究が多数なされてきたが、それらは、
市町村合併や緊縮財政を要因とする同政策
の今日的課題（学習供給主体の非行政化と成
人学習の行政課題化）を捉えるものではなか
った。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、市町村合併や危機的財政
状況、地方自治の推進や少子高齢社会によっ
て再考が求められている地方行政機構にあ
って、多様なガバナンス形成や若年者のキャ
リア形成に関わり、生涯学習施策（成人教育）
において起きている転換の動態を明らかに
することにあった。  
  市町村合併や財政難を契機とする地方教
育行政機構の再編では、生涯学習（成人教育）
の分野においていち早く、サービスの向上を
謳いつつ予算的縮減を図る指定管理者制度
が導入され、学習供給主体の“非行政化”（＝
民営化）が進行しつつあった。 
  一方、住民自治の高まりや少子高齢社会に
よる人的資源の見直しが連関し、旧来型の行
政に代わるガバナンス形成や若年者のキャ
リア・アップを主眼とした地域人材の育成が
成人学習施策の重要な課題となり、成人学習
の“行政課題化”（＝教育化）が進みつつあ
った。 
  すなわち、企画・実施を含めた学習供給主
体の非行政化（＝民営化）と成人学習の行政
課題化（＝教育化）を同時に要求されている
のが基盤変動・緊縮財政下における生涯学習
施策の今日的位相であり、本研究では、この
ような逆説的な課題を抱えた生涯学習概念
の転換のメカニズムを究明するとともに、そ
れを推進する新たな仕組みが如何にして形
成されているのか、その動態究明を目的とし
た。 
 
３．研究の方法 
（１）先行研究のレビュー 
  市町村合併や緊縮財政下の行政改革の 
  動向など、地方行政機構の変容を捉えた 
  先行研究をレビューし、その構造や転換 
  に関して知見を得た。 
（２）自治体調査 
  上記の作業の一貫として、特色ある取組 
  をなす自治体を訪問し、その動態を明ら 
  かにした。調査の観点は①施策の概要 
  （一般行政、教育行政、生涯学習行政）、 
  ②財政状況、③施策実施に際しての推進 
  体制、④実施事業やエンカレッジ施策な 
  どについてである。主な調査地は、千葉 
  県、花巻市、札幌市、佐賀市、下関市、 
  秋田市、津山市、北見市、などであった。 
（３）全体会 
  先行研究によって集積した知見や自治 
  体調査によって得られた情報をもとに、 

  集会やメール・電話を用いて全体会を行 
  った。また、助成年度間を通して日本教 
  育制度学会において課題別セッション 

を開催し、広く議論の場を設けるととも 
に、学会発表も行った。 

 
４．研究成果 
 本研究は、市町村合併や緊縮財政下の地方
自治体にあって、生涯学習施策にどのような
転換が生じているのか、その動態を明らかに
することを目的とした。文献研究や個別自治
体の訪問調査、全体会から得られた成果はお
およそ以下の通りである。 
 
（１）体制的変動 
 第一に、こうした状況下にあって生じてい
る大きな変動として、生涯学習施策の推進体
制における変動があげられる。生涯学習行政
は、従来、社会教育との一体化或いは相互補
完的関係を保ちながら教育委員会の所掌事
務とされることが多かったが、近年、その所
掌が首長部局に移管されるケースが多くな
っている。完全なる移管に加え、補助執行と
いう手法に拠るものも増えているが、いずれ
にしろ、地方行政基盤の変動、就中、市町村
合併をひとつの契機として、生涯学習行政が
首長部局の事務所掌とされるケースが多く
なっている。 
 もうひとつ顕著な体制の変化に言及する
と、生涯学習施策に関わる学習供給主体の非
行政化があげられる。その所管が教育委員会
であれ、首長部局であれ、近年、生涯学習施
設や社会教育施設の管理・運営の主体を財団
や NPOへと移す指定管理者制度の導入が進ん
でいる。なかでも、こうした生涯学習施策の
新しい主体として、自治会など地縁を構成原
理とする住民組織が台頭していることがと
りわけ注目される。 
 
（２）施策目標の変動 
 上記した体制的変動と関わり合いながら、
施策目標の変動も進んでいる。多様な学習機
会の拡大を目指すところから始まった我が
国の生涯学習施策は、「生涯学習のまちづく
り」を経て「生涯学習によるまちづくり」へ
と推移したが、市町村合併をひとつの契機と
する地方行政基盤の変動は、目的的な発展を
辿ってきた生涯学習を、より手段的な意味へ
と転化させた。さらに特筆されるその変化の
特徴としては、生涯学習を手段として解決な
いし克服すべき「課題」が、極めて、当該自
治体固有の課題となってきていることであ
る。それは、合併新市として欠落した一体感
の醸成であったり、より高次の市民性の形成
であったり、就業支援であったりするが、い
ずれにしろ、生涯学習の施策目標は、個別化
し、多元化している。 



 

 

（３）生涯学習施策の新たな展開 
 企画・実施を含めた学習供給主体の非行政
化（＝民営化）と成人学習の行政課題化（＝
教育化）を同時に要求されているのが基盤変
動・緊縮財政下における生涯学習施策の今日
的位相であり、こうした逆説的な要求を円滑
に進めるひとつの戦略が、指定管理者制度と
いう手法の導入による住民組織の生涯学習
事業の主体化である。市町村合併や緊縮財政
による地方行政基盤の諸変動は、そのひとつ
ひとつが指定管理者制度という手法や、地域
の拠点作りという施策目標、事業主体として
の住民の創出といった新しい変化を促して
いる。そしてその変化は、当該自治体固有の
文脈において生じており、その意味において、
生涯学習施策は「地域化」という新たな展開
を迎えていると言える。 
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